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第１章 基本的事項 

１ 事業の位置づけ 

（１）事業の背景 

2015 年（平成 27 年）に、「持続可能な社会を目指す SDGｓ*1」、「気候変動に関する国際連合枠組条約

であるパリ協定*2」が採択された。これらは、気候変動対策等の環境問題をはじめ地球上の様々な社会問

題を解決し、よりよい未来を迎えるため、2030年（令和12年）に向けた目標を、世界的に合意したものであ

り、近年これらの目標に対してどのように行動をし、どのように達成していくかを示していくことが以前にも増

して強く求められている。 

国内においては、2011 年（平成 23 年）の東日本大震災及び東京電力福島第一原子力発電所事故を

発端とし、エネルギーを巡る環境は大きく変化した。さらに、近年では、気候変動がもたらす記録的な豪雨、

猛暑といった異常気象が発生している。これらの背景をふまえ、地球温暖化対策計画の改定(地球温暖化

対策と経済成長を両立させながら、国際目標に沿ったかたちで、2030 年26％、2050 年80％の温室効果

ガスの排出削減を目指す)、第五次環境基本計画の策定(エネルギーの地産地消、イノベーションの創出

と経済社会問題の同時解決、民間企業を含めたパートナーシップの重視、地域資源等を補完し支え合う

「地域循環共生圏」の創造などを目指す)、第五次エネルギー基本計画の策定(再生可能エネルギーの主

力電源化を目指す)など、国としての方向性が示された。 

本市においては、環境行政の総合的かつ計画的な推進のための｢新潟市環境基本計画｣を上位計画と

し、「地球温暖化対策の推進に関する法律」第20条の3に規定されている「地方公共団体実行計画（区域

施策編）」及び環境モデル都市アクションプランとして位置づける「新潟市地球温暖化対策実行計画（地

域推進版）」を策定している。また、東日本大震災に伴うエネルギー環境の変化に対応するため、2012 年

(平成 24年)に「新潟市スマートエネルギー推進計画」を策定し、再生可能エネルギーの導入と省エネルギ

ーの推進に取り組んできた。 

なお、「新潟市スマートエネルギー推進計画」（以下、市エネルギー計画）については、2019 年度改定

予定の「新潟市地球温暖化対策実行計画（地域推進版）」（以下、市温対計画）と統合し、目標や行動指

針を示す予定としている。 

*1 SDGs(持続可能な開発目標) 

2015 年 9 月、国連総会にて採択。人間、地球及び繁栄のための行動計画として設定された目標(17 の目標と 169 のターゲットで構成) 

*2 パリ協定 

2015 年 12 月、COP21 にて採択。産業革命以前と比較して２℃より十分低く保つとともに 1.5℃に抑えることが盛り込まれた協定 

(EU：2030 年まで 40％削減（1990 比）、日本：26％減（2013 比）
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【新潟市 環境関連計画の体系】 

出典： 「第３次 新潟市環境基本計画」より作成 

各計画に記載されている計画目標は下表のとおりである。市域における温室効果ガス排出量の削減、

総電力需要に対する再生可能エネルギー発電量の割合の向上などを目指している。 

【新潟市 環境関連計画での目標値】 

出典：「第３次 新潟市環境基本計画」、「新潟市地球温暖化対策実行計画（地域推進版）」、 

「新潟市スマートエネルギー推進計画【第２期】」より作成 

各目標の達成状況を見ると、市域における二酸化炭素排出量の削減率は、2015 年度（平成 27 年度）

において基準（2005）年度比 9.6％減となっている。2018 年度（平成 30 年度）の削減目標は基準年度比

15％減であり、もう一段の取組みの推進が必要な状況となっている。また、2030 年度（令和 12年度）の中

期目標に対しては、今までにない抜本的な取り組みの推進が必要な状況となっている。 

一方、再生可能エネルギーの導入量は順調に増加しており、2018 年度（平成 30年度）の電力需要量

想定540万MWhに対する再生可能エネルギー割合は、2017年度（平成29年度）末の段階で14.6％と、

2018年度（平成30年度）目標の15％に近い水準となっている。2012年度（平成24年度）以降、固定価格

買取制度（FIT）の導入に伴い順調に推移しているが、今後は買取価格低下に伴い導入量が減少していく

ことが予想されるため、温室効果ガス排出量の削減と同様、さらなる取り組みの推進が必要と考えられる。 
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本市の二酸化炭素排出量の推移 

出典：「新潟市の環境（平成 30 年版）」より作成      

（２）事業の目的 

本市が有する廃棄物処理施設では、ごみ焼却による余熱を利用して発電を行い、施設内や近隣施設

の消費電力を賄うとともに、余剰電力を売却している。廃棄物処理施設の余剰電力は、環境負荷の少ない

再生可能エネルギーであるが、現状、本市においては活用されていない。年間、新田清掃センターで約 2

万 MWh、亀田清掃センターで約 1.8 万 MWh の余剰電力が発生しているが、市外事業者に売却されるこ

とにより、価値ある電力が市外に流出している。 

また、近年、地域に必要なエネルギーを地域のエネルギー資源から調達することにより、富が地域外に

流出せず、地域の中で富が循環する経済効果が注目されている。 

（１）で記述した背景と上記の状況をふまえ、廃棄物発電の余剰電力を中心とする地域内の再生可能エ

ネルギーを地域で消費し、地域における再生可能エネルギーの利用率を高める事業を通じて、地域の低

炭素化と地域経済の活性化の好循環を生み出すことを目的とする。 
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２ 事業環境・市場環境の分析 

（１）新電力事業の概要 

新電力とは、電力の小売り自由化を受け、既存の大手電力会社（旧一般電気事業者*1）と同様に電力を

需要家に販売する事業者のことであり、2016 年（平成 28 年）4 月の電気事業法改正により、「小売電気事

業者」と規定されることとなった。販売する電力については、自社保有電源や他社の発電所、日本卸電力

取引所（ＪＥＰＸ）、または常時バックアップと呼ばれる旧一般電気事業者の卸売りから調達し、送配電につ

いては一般送配電事業者*1の送配電網を利用することで、需要家に電力を供給している。 

新電力が供給する電力については、一般送配電事業者が責任を持って対応することで安定した品質

（電圧、周波数、停電頻度、予備送電サービス等）を確保している。 

なお、2019年（令和元年）7月 1現在、593事業者が小売電気事業者として登録されており、うち市内で

は 3社が登録されている。 

   ○市内小売電気事業者 

氏名又は名称 
登録番号 

住所 代表者氏名 
登録 
年月日 

事業開始の
予定年月日

新潟県民電力株式会社 

（法人番号 6110001032232） 

新潟県新潟市中央区

学校町通 1-5-1 

代表取締役社長

角屋 隆 

平成 29 年

8 月 7日

平成 29 年

9 月 1日 

越後天然ガス株式会社 

（法人番号 4110001008110） 

新潟県新潟市秋葉区

新津 4516 

代表取締役 

小出 薫 

平成 30 年

11 月 26 日

平成 31 年

1 月 1日 

新電力新潟株式会社 

（法人番号 4110001028208） 

新潟県新潟市中央区

西堀通七番町 1555 

代表取締役 

飯野 隆志 

令和元年

7月 1日

令和元年 

7 月 1日 

*1 旧一般電気事業者、一般送配電事業者 

北海道電力、東北電力、東京電力（一般送配電事業者としては東京電力パワーグリッド）、中部電力、北陸電力、関西電力、中国電力、 
四国電力、九州電力、沖縄電力の 10 者 

出典：経済産業省資源エネルギー庁ＨＰ「（参考）電力供給の仕組み（2016 年 4 月以降）」



5 

（２）地域新電力の概要と状況 

近年、地方創生の機運の高まりを受け、エネルギーの地産地消、資金の域内循環といった目的で、地

方自治体が主体となり地域特性を生かした新電力会社を立ち上げる事例が増えている。 

これらの地域新電力の基本的な事業モデルは、自治体と民間企業の共同出資で新電力会社を立ち上

げ、その会社が地域内の発電所等から電力を調達し、地域内の需要家に地産地消の電力や再生可能エ

ネルギーを活用した電力等を販売し、それらの調達価格と小売単価の差額を収益とするものである。 

国内の事例では、地方自治体が関与する地域新電力は2019年（平成31年）4月時点で 38社ある。地

方自治体単独ではなく既存の新電力をはじめ地元企業等の共同出資により株式会社等を設立するととも

に、当面の供給先は公共施設や事業者を対象とし、出資した民間企業が業務全般を受託することにより

極力少ない人員で運営している事例が多い。 

事業モデルとしては、あらゆる業務を内製化し、自社で電源調達から電力小売までを行う単独型や、電

力小売事業を行う複数の新電力を束ねたグループを形成し、共同で電源調達や需要家開拓を行うバラン

シンググループ型などがある。単独型は、一般的に収益性は高くなるが、電源の確保や市場変動による収

益低下などのリスクが懸念される。バランシンググループ型は、需給管理などの基幹業務を外部委託する

ため収益性はやや低くなるが、事業運営の負担が軽減されるメリットがある。 

以下、設立会社一覧(2019 年 4 月現在)である。 

宮城県東松島市 一般社団法人東松島みらいとし機構 2012.1 -（-） - 3.9万人 単独型(自前)

静岡県浜松市 株式会社浜松新電力 2015.10 6,000万円（8.33％） 500万円 79.8万人 バランシング

大阪府泉佐野市 一般財団法人泉佐野電力 2015.1 600万円（83.3％） 500万円 10.1万人 -

福岡県みやま市 みやまスマートエネルギー株式会社 2015.2 2,000万円（55％） 1,100万円 3.8万人 単独型(自前)

大分県由布市 新電力おおいた株式会社 2015.8 2,000万円(-) - 3.5万人 -

鳥取県鳥取市 株式会社とっとり市民電力 2015.8 2,000万円（10％） 200万円 19.4万人 バランシング

山形県 株式会社やまがた新電力 2015.9 7,000万円（33.4％） 2,340万円 108万人 -

群馬県中之条町 株式会社中之条パワー 2015.11 300万円（60％） 180万円 1.6万人 バランシング

鹿児島県日置市 ひおき地域エネルギー株式会社 2015.11 240万円（4.2％） 10万円 4.8万人 -

鳥取県米子市 ローカルエナジー株式会社 2015.12 9,000万円（10％） 900万円 14.9万人 単独型(自前)

福岡県北九州市 株式会社北九州パワー 2015.12 6,000万円（24.2％） 1,450万円 96.1万人 バランシング

岩手県宮古市 宮古新電力株式会社 2015.12 800万円（-） - 5.2万人 -

滋賀県湖南市 こなんウルトラパワー株式会社 2016.5 1160万円(51%) 590万円 5.5万人 バランシング

鳥取県南部町 南部だんだんエナジー 2016.5 970万円（41％） 400万円 1.1万人 バランシング

千葉県睦沢町 株式会社ＣＨＩＢＡむつざわエナジー 2016.6 900万円（55％） 500万円 0.7万人 バランシング

島根県奥出雲町 奥出雲電力株式会社 2016.6 2,300万円（87%） 2000万円 1.3万人 バランシング

千葉県香取市 株式会社成田香取エナジー 2016.7 950万円(80%) 760万円 21万人 バランシング

熊本県小国町 ネイチャーエナジー小国株式会社 2016.8 900万円（37.8％） 340万円 0.8万人 バランシング

鹿児島県いちき串木野市 株式会社いちき串木野電力 2016.2 1,000万円（51%） 510万円 2.7万人 バランシング

鹿児島県肝付町 おおすみ半島スマートエネルギー株式会社 2017.1 500万円（67％） 335万円 1.5万人 バランシング

三重県松阪市 松阪新電力株式会社 2017.11 880万円(51.1%) 450万円 16.4万人 バランシング

福島県相馬市 そうまＩグリッド合同会社 2017.3 990万円(10.1%) 100万円 3.5万人 バランシング

静岡県磐田市 スマートエナジー磐田株式会社 2017.4 1億円（5％） 500万円 17.0万人 バランシング

福岡県田川市 Ｃｏｃｏテラスたがわ株式会社 2017.6 870万円（28.74％） 250万円 4.8万人 バランシング

奈良県生駒市 いこま市民パワー 2017.7 1,500万円（51％） 765万円 12万人 バランシング

大分県豊後大野市 株式会社ぶんごおおのエナジー 2017.10 2000万円(55％) 1100万円 3.6万人 -

京都府亀岡市 亀岡ふるさとエナジー株式会社 2018.1 800万円（50％） 400万円 8.9万人 バランシング

埼玉県深谷市 ふかやeパワー株式会社 2018.4 2000万円(55％) 1100万円 14.4万人 -

宮城県加美町 株式会社かみでん里山公社 2018.4 900万円（66.7％） 600万円 2.3万人 バランシング

埼玉県秩父市 秩父新電力株式会社 2018.4 2,000万円(90％) 1,800万円 6.2万人 単独型(自前)

北海道上士幌町 株式会社karch 2018.5 840万円 - 0.5万人 -

奈良県三郷町 三郷ひまわりエナジー 2018.5 - - 2.3万人 -

埼玉県所沢市 株式会社ところざわ未来電力 2018.5 1,000万円(51％) 510万円 34.4万人 バランシング

千葉県銚子市 銚子新電力株式会社 2018.6 999万円(-) - 6.1万人 バランシング

長野県伊那市 丸紅伊那みらいでんき 2018.6 5,000万円(10%) 500万円 6.8万人 バランシング

熊本県熊本市 スマートエナジー熊本株式会社 2018.11 1億円(5%) 500万円 73.8万人 バランシング

広島県福山市 福山未来エナジー株式会社 2018.12 1億円(10%) 1,000万円 47.0万人 バランシング

石川県加賀市 加賀市総合サービス株式会社 - 5000万円(100%) 5000万円 6.7万人 単独型(自前)

自治体 小売電気事業者名称 設立時期 人口 需給管理
資本金

（自治体出資割合）
自治体出資額
(推定)

出典：資源エネルギー庁HP、各事業者HP より作成。事実が不明な項目については、「-」で表記
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（３） 市場環境

ア 人口・世帯数及び事業者数 

①人口・世帯数 

本市の2019年（平成31年）3月末現在の人口（住民基本台帳）は789,897人、世帯数は338,995世帯、

面積は726.45㎢、人口密度は1,087人／㎢ となっている。人口は、前年度末と比べ4,269人減少した。 

県全体の2019年（平成31年）3月末現在の人口（住民基本台帳）は2,246,748人、世帯数は899,514世

帯であり、本市は人口で35.2％、世帯数で37.7％を占めている。 

なお、平成27年国勢調査（2015年10月1日実施）による本市の人口は810,157人、世帯数は321,511

世帯であり、2005年（平成17年）をピークとして、人口は減少している。国立社会保障・人口問題研究所

による将来推計では、2030年には757,169人、2045年には671,672人まで減少すると推計されている。 

人口・世帯数の推移（国勢調査） 

人口・年齢別人口割の実績及び推計値 

出典：国立社旗保障・人口問題研究所
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②事業者数 

「平成28年経済センサス－活動調査」によると、本市の事業所数は35,510事業所、従業者数は

364,667人で、その内訳については、次のとおりである。なお、県全体では、事業所数は114,895事業所、

従業者数は1,025,630人であり、本市は事業所数で30.9％、従業員数で35.6％を占めている。 

事業所・従業者の割合 

イ 市内電力需要 

市内電力需要については、従来、供給側統計を活用してきたが、電力小売り自由化の進展により、

2016年（平成28年）以降、新潟市域に限定した電力使用量の把握は困難となっている。東北電力（株）新

潟支店の資料によると、2015 年度（平成 27 年度）の市域内の消費電力は約 417 万 MWh である。なお、 

市役所の事務・事業全体での 2017 年度（平成 29年度）の電力使用量は、約 18万 MWh である。 

新潟市域の消費電力 

出典：「平成 28 年経済センサス－活動調査」（総務省統計局）

出典：「第49回新潟市統計書（平成28年度版）」 

※平成 29 年度版からは非掲載 
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   経済産業省資源エネルギー庁の「電力調査統計」によると、2017 年度（平成 29 年度）における新潟県

の電力需要実績は、約 1,723 万 MWh である。2016 年度（平成 28 年度）の電力需要実績は、約 1,683 万

MWhであり、約 40万MWhの増加となっている。人口・事業者数などを考慮すると、新潟市域分としては、

500～600 万 MWh 程度の需要があると考えられる。

                    都道府県別電力需要実績 （平成 29 年度）

出典：「電力調査統計表 2017 年度（平成 29 年度）」より作成 
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ウ 本市における主な再エネ地域電源 

①廃棄物エネルギー(廃棄物発電) 

●新田清掃センター 

住所 新潟市西区笠木 3644 番地 1 

処理方式

処理能力

ストーカ炉：330t/24h（110t×3 炉） 

電気抵抗式灰溶融炉：36t/24h（18t×2 炉） 

発電：7,800kW 

竣工年月 2012 年 3月 

施工会社 JFE エンジニアリング（株） 

JFEE を代表とするグループがDBO形式（契約期間：

2010～2032 年）で建設し運営 

備考 焼却施設の余熱を利用（電力・蒸気）した温浴施設

「アクアパークにいがた」併設 

●亀田清掃センター 

住所 新潟市江南区亀田 1835 番地 1 

処理方式

処理能力

流動床：390t/24h（130t×3炉） 

発電：5,500kW 

竣工年月 1997 年 3月 

施工会社 建設：(株）荏原製作所 

運営：新潟市 

備考 焼却施設の余熱を利用した附属休憩所「田舟の里」

を併設 

基幹改良工事（2012～2015 年度） 

②市内再生可能エネルギー電源 

固定価格買取制度（FIT）の事業計画認定情報によると、市内では、現在、478 件 131,730.7kW の再生

可能エネルギー発電設備が認定されている。 

   内訳：太陽光発電 469 件 112,056.8kW 風力 7件 6,123.9kW バイオマス 2件 13,550kW 

(資源エネルギー庁：事業計画認定情報 公表用ウェブサイト 2019 年 1月 31日 時点より参照) 
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第２章 新潟市における地域新電力事業 

１ 事業の運営方針と運営方法 

１－1 事業方針と概要 

再生可能エネルギーの地産地消をコンセプトに事業を推進していく。 

まずは、本市が関与する再エネ電源である廃棄物発電の余剰電力を調達し、本市の公共施設に供給して

いく事業を行う。 

その後、市や民間が保有する再エネ電力の調達、民間需要家に向けた低炭素な電力の販売などを順次

進め、事業規模を拡大していく。 

事業安定後には、地域内の低炭素化を推進するため、太陽光発電システム等の再エネ投資や蓄エネ技

術を活用したエネルギーマネジメント事業を進めていく。 

事業の運営においては、民間事業者と連携し、その知見・ノウハウを活用することで、電力取引所等の市

場の変動リスクの影響の低減、365日 24時間同時同量を実現させていく需給管理に関するノウハウの補填、

会社運営、営業業務における固定費低減、電力市場における法律改正への迅速な対応等を行う。 

本市における廃棄物発電の一つである新田清掃センターは、ＪＦＥエンジニアリング株式会社(以降：JFEE)

グループが建設・運営を行っており、その余剰電力は JFEE に帰属していることから、JFEE および JFEE の

100％子会社で小売電気事業者であるアーバンエナジー株式会社（以降：UEC）と連携し、運営していくこと

とする。JFEE と UEC は、地域新電力の運営において十分な実績があり、多くのベース電源を保有している。 

１－２ 新電力事業の運営方法 

事業の推進にあたり、地域新電力会社を立ち上げる。また、経営への関与により、市の政策目的の実現を

図るため、市も出資する株式会社とする。

地域新電力会社の運営には、事業環境の変化への対応、各種経験や技術といった専門性の確保、365

日 24 時間体制による需給管理業務等が必要とされるため、地域新電力会社の実務においては UEC の経

験・ノウハウを最大限活用する。また、事業立ち上げ当初からの経営安定化のため、事業に関連するリスクに

ついては、大部分を UEC に移転する。 

上記をふまえ、市に残存する事業リスクを最小限にしたうえで、事業展開においては、市の政策を適切に

反映することに重点を置き、事業を進めていく。JFEE と UEC は他自治体において次表のとおり複数の新電

力事業の実績を有しており、その経験を十分に活用し、本事業に取り組む。

ＪＦＥＥ関与地域新電力事業 

自治体 出資金 出資割合 設立会社 設立時期 

静岡県磐田市 １億円 
磐田市 5％ 
ＪＦＥＥ94％ 

磐田信用金庫 1% 
スマートエナジー磐田(株) 

2017 年 
4 月 

埼玉県所沢市 1,000 万円 

所沢市 51％ 
ＪＦＥＥ29％ 

市商工会議所 10％ 
飯能信用金庫 10％ 

ところざわ未来電力(株) 
2018 年 
5 月 

熊本県熊本市 １億円 
熊本市 5％ 
ＪＦＥＥ95％ スマートエナジー熊本(株) 

2018 年 
11 月 

広島県福山市 １億円 
福山市 10％ 
ＪＦＥＥ85％ 
広島銀行 5％ 

福山未来エナジー(株) 
2018 年 
12 月 
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２ 地域新電力会社の概要と資金

２－１ 会社概要 

 商号：新潟市地域新電力株式会社(仮称) 

 所在地：新潟市内 

 設立(予定)：2019 年 7 月 

 資本金：5,000 万円 

 電力供給開始(予定)：2019 年 11月 

 出資者及び出資額（比率） 

出資者 出資額(比率) 役割 

JFEE 42,500 千円(85%) 
経営業務・需給運用業務 

営業業務・顧客管理業務 等 

新潟市  5,000 千円(10%) 
政策実現のためのモニタリング 

営業支援 等 

地元金融機関  2,500 千円(05%) 
財政強化支援 

営業支援 等 

地域新電力会社の自己資本額としては、１ヶ月の運転資金相当額の 0.5 億円程度を想定する。それぞれ

の出資比率は上表のとおりとし、事業開始時においては、新潟市が 10％、JFEE が 85％、地元金融機関が

5%を想定している。市の出資比率については、市の財政負担が少なく、かつ事業リスクを極力負わない水準

である一方、政策実現のためのモニタリング機能を確保するため、解散請求権を持つ 10%程度が適切である

と考えている。また地元関連企業等の資本参加については計画を進めていく中で必要と判断した場合(取締

役会決議事項)に受け入れることとしたい。 

２－２ 資金 

事業運営に関わる初期投資資金については、原則 JFEE 自己資金で賄う予定であり、借り入れは想定して

いない。今後の事業拡大時においては、投資対効果を精査したうえで、新規投資（再エネ設備や蓄電池設

備等）の際に地元金融機関より融資を受けることも検討する。 
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３ 環境エネルギー関連施策 

３－１ 低炭素化推進施策(エネルギーマネジメントサービス) 

2018 年度（平成 30 年度）において、「地域の特性を活かしたエネルギーの地産地消促進事業費補助金

（分散型エネルギーシステム構築支援事業のうち構想普及支援事業）」を活用した事業化可能性調査の中

で検討し、事業化可としたエネルギーマネジメント投資を中心に、詳細を再度検討のうえ実施していく。 

 以下、検討後の実施概要を示す。 

【エネルギーマネジメントシステムの概要】 

  事業概要は次のとおりである。 

(ア) 太陽光発電を新たに設置し、効率的な運用を実施 

(イ) 蓄電システム（定置型）によるピークカットと非常時電力の確保 

(ウ) エネルギーマネジメントシステムによる需要全体の制御を実施 

(エ) CEMS によるリアルタイムでの使用電力量・地産地消の管理および BEMSによる省エネ推進 

【市有施設への想定導入設備】 

導入設備としては次のようなものを想定し、詳細検討を進める。 

種類 規模 

太陽光発電 設置場所案:西区役所屋上 

想定容量：30kW 

蓄電池（定置型） 設置場所案：西区役所・東区役所 

想定容量：200kWh 1,000kWh 

BEMS 設置場所案：東区役所 

その他、事業収支を鑑みながら必要なエネルギーマネジメント投資については実施していき、地域の低炭

素化に貢献していく。 
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３－２ 防災強化施策(エネルギーマネジメントサービス) 

主に市の公共施設に対し、災害に強いエネルギー供給体制の構築について検討していく。 

(自立型太陽光発電や蓄電池等) 

３－３ その他地域課題への取組 

その他の環境エネルギー関連の地域課題については、地元企業や団体等を中心に幅広い関係者と連携

しながら、官と民で役割を分担し、解決に向けて取り組む。 
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４ スケジュール 

下図のとおり、庁内及び事業関係者への説明を2019年（令和元年）4～６月で実施する。地産地消エネル

ギー事業に関する連携協定締結は、2019 年（令和元年）7 月中旬を予定している。 

2019 年（令和元年）11 月からの電力供給を目指し、連携協定締結後、速やかに共同で会社を設立する。

その後、小売電気事業者登録を進める。同登録期間は概ね 30～60 日と見込んでいる。小売電気事業者登

録完了(ライセンス取得)後、東北電力(株)の送配電部門に対し接続・託送申込を進める。同申込期間は概ね

30～60 日間と見込んでいる。 

2019 年（令和元年）8月下旬～9月上旬にかけ需要施設所管課との需給契約の締結を予定している。 

2019 年（令和元年）10 月中に接続・託送申込を完了し、2019 年（令和元年）11 月から地域新電力会社に

よる電力の調達及び供給開始できるよう進めていく。 

【事業化までのスケジュール】 


